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Abstract

The increasing national consumption level and demand have resulted in a surge in household waste. A large 
amount of waste hinders the process of urbanization, causing serious environmental pollution and other problems. 
Therefore, this study focuses on verification research to evaluate the carbon dioxide emissions resulting from the 
segregated treatment of household waste in Pujiang County, a representative mixed urban-rural region in China.
Utilizing the life cycle assessment（LCA）method, this study systematically quantified the carbon footprint of waste 
collection, treatment, and recovery processes in Pujiang County by integrating its household waste treatment model. 
The study categorized Pujiang County's waste treatment into three modes: non-separated landfill, non-separated 
incineration, and separated resource treatment. The IPCC model was used to calculate the carbon footprints of 
greenhouse gas emissions at four stages:waste collection, transfer stations, transport, and landfill/incineration. The 
analysis revealed significant differences in carbon emissions among the three treatment modes. In the county with a 
daily waste treatment capacity of approximately 600 tons, mixed collection（without waste separation）and landfill 
(Mode 1) resulted in an annual carbon emission of 385,500 tons, while mixed collection（without waste separation）
and incineration (Mode 2) resulted in an annual carbon reduction of 48,100 tons. Separated collection, on-site 
treatment of household waste, direct recycling of recyclable materials, and incineration of other waste (Mode 3) 
resulted in an annual carbon reduction of 259,100 tons. In Mode 3, where the treatment process included the 
incineration of some waste, carbon emissions from electricity accounted for only 4.25% of the total carbon footprint, 
and the impact of the low carbonization of the electricity grid on the Mode 3 carbon footprint was limited. Despite 
an increase in carbon emissions with changes in scenario settings, the total remained negative, with Mode 3 having 
the lowest carbon emissions of the three modes. Finally, waste separation is recognized as an incremental process, 
and progress at the municipal level varies under the nationwide waste separation policy. While Pujiang County 
serves as a pioneering region in waste separation, the predominant waste disposal methods in most cities still involve 
landfill and incineration. In comparison, separated collection coupled with waste resource utilization is considered to 
have a greater potential for carbon reduction effects. According to the results of analysis, this study aims to 
accelerate urbanization progress and proposes appropriate solutions for household waste management based on the 
Pujiang County waste recycling processing model, which is an example of the situation in China.
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1．はじめに

近年、中国の消費需要は所得水準のさらなる上昇に
伴って発生する生活ゴミの量が大幅に増加傾向にある。
大量に排出される生活ゴミは地域内の環境汚染問題と
生態系を含めた深刻な都市環境の悪化や機能の低下な
どの問題を引き起こす。特に生ごみ（生活ゴミの一部で
食物残渣、有機廃棄物など水分を多く含む腐るゴミ）を
含めた生活ゴミの処理は重大な課題となっている。中国
国内の都市生活ゴミ処理による GHG排出量は 2006 年
の3,924万トンから2019年には12,881万トンに増加し2]、
廃棄物処理分野は温室効果ガス排出源の 4番目となって
いる。2019年の生活ゴミの輸送量は1949年の30倍の2.42
億トンに達し、都市の 3分の 2以上が、いわゆる「ゴミ
包囲」（都市がゴミに包囲される）問題に悩まされてお
り 3、4]、毎年、多くの土地がゴミに浸食されている。
一方、中国は広大な農村地域を有し、その中、都市と
農村が混在している地域は 2000 以上もある。農村地域
の生活ゴミのほとんどは経済格差（相対的貧困）、生活
慣習、環境意識の欠如などが原因であり、不法投棄や埋

立などによって処理され、大きな環境問題となってい
る。近年は、各村町で分散した管理が実施されるように
なったが、ゴミ処理システムを断片化し、統合的な計画
と協力の不足によって、効果的な資源回収と排出の削減
が妨げられている。さらに、ゴミの分別意識が薄く、有
効な教育の普及が不足しているため、ゴミ分別に対する
住民参加が低く、リサイクルの潜在力が十分に発揮され
ていない。そして焼却や埋め立てなどの伝統的なゴミ処
理手法が依然として続いており、環境汚染や資源浪費な
どの問題が顕在化している。さらに、農村の場合、ゴミ
処理施設が不足しているため、増加する生活ゴミに対応
できず、環境衛生と公共衛生の面から潜在的なリスクを
抱えている。
生活ゴミからの温室効果ガス排出は主にメタン

（CH4）、二酸化炭素（CO2）、亜酸化窒素（N2O）を含
んでおり、ゴミによる汚染問題は地域の環境を破壊し、
人々の健康被害と生活水準にも影響を与えるため、生活
ゴミの安全で効率的な処理方式は、中国が都市化を進め
る過程で重要な課題となっている。2017年、中国政府は、
生活ゴミ分別の質を高め、資源の循環利用率を向上する

要旨

国民の消費水準と需要の増加により、家庭廃棄物が急増している。大量のゴミは都市化の進行を妨げ、深刻な環境
汚染やその他の問題を引き起こす。そこで本研究では、中国の代表的な都市部と農村部の混合地域である浦江県にお
ける生活ゴミの分別処理に伴う二酸化炭素排出量を評価する実証研究に焦点を当てた。本研究は、LCA手法を活用し、
炭素排出量を体系的に定量化し、生活ゴミ処理モデルを統合することで、浦江県の廃棄物収集、処理、回収プロセス
のフットプリントを計量化した。この研究では、浦江県の廃棄物処理を非分別埋立、非分別焼却、分別資源処理の 3
つのモードに分類した。IPCCが提唱する方法を用いて、温室効果ガス排出量を廃棄物収集、中継所、輸送、埋め立て
/焼却の 4 つの段階で計算した。分析の結果、3つの処理モード間で炭素排出量に大きな違いがあることが明らかになっ
た。浦江県の 1日のゴミ処理能力は約 600 トンであり、混合収集（廃棄物の分別なし）と埋め立てにより年間 385,500
トンの二酸化炭素排出量が発生し、混合収集（廃棄物の分別なし）と焼却により年間 48,100 トンの二酸化炭素削減が
達成された。分別収集、家庭廃棄物の現場処理、材料の直接リサイクル、その他の廃棄物の焼却により、年間 259,100
トンの炭素削減に貢献した。モード 3 では、処理プロセスに一部の廃棄物の焼却が含まれており、電気からの炭素排
出量は二酸化炭素の総排出量の 4.3% のみを占め、モード 3の二酸化炭素排出量における電力ネットワークの低炭素化
の影響は限定的であった。モード 3は 3 つのモードの中で二酸化炭素排出量が最も低くなる。最後に、廃棄物の分別
は段階的なプロセスとして認識されており、自治体レベルでの進捗状況は全国的な廃棄物分別政策によって異なる。
浦江県はゴミ分別の先駆的な地域だが、ほとんどの都市農村混在地域では依然として埋め立てと焼却が主流のゴミ処
理方法を採用している。これに比べて、分別収集と廃棄物資源の利用は、より大きな炭素削減効果が得られると考え
られる。本研究は、農村から都市化が加速している今の中国において浦江県の廃棄物リサイクル処理モデルは今後の
適切な生活ゴミ処理ソリューションの提示に寄与できると考える。
キーワード：都市農村混在型地域、生活ごみ、LCA、カーボンフットプリント（CFP）、中国
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ために「生活ゴミ分別制度実施案」を発表し 7]、生活ゴ
ミの分別回収処理は環境汚染を防止するために有効な
解決方策として提示された。さらに、都市部における生
活ゴミの資源循環利用を高め、新たな経済性を追求する
ように求められた 8、9]。現在、中国国内で行われている
主なゴミ処理方式は、埋立処理と焼却処理であるが、こ
れらの処理方式は生態環境の破壊、土地資源の浪費、ダ
イオキシンなどの有毒な環境汚染物質の発生などの問
題がある。同時に、収集されたゴミの運搬と埋立、焼却
の過程で大量の GHGが排出され、これらの問題は資源
を浪費するだけでなく、地球温暖化にも繋がる。そのた
め、生活ゴミの利用価値に応じてゴミ分別を行い、資源
化することによって土地資源の節約と GHGの低減が期
待できる 5、6]。しかし、現在農村部または都市農村混在
型地域の生活ゴミを有効に処理できるシステムはでき
ていない。
有機系廃棄物や無機系廃棄物など、リサイクル処理の
プロセスごとに、人や環境への影響の面で異なる結果が
出ており、分別と回収過程での電力の間接消費は、生活
ゴミ処理過程での温室効果ガス排出を間接的に増加さ
せることになるため、生活ゴミ処理のプロセスの評価は
重要である。
IPCC（Intergovernmental Panel on Climate Change）
は、2006 年、廃棄物部門からの温室効果ガス（GHG）
排出を算定する方法として『国別 GHGインベントリ、
及びそのガイドライン』を提案した。その中で廃棄物は
国レベルの GHG排出量を報告する 5つの主要部門の 1
つと分類された 1]。都市の固体廃棄物管理システムの
アップグレードを目指すためにはコスト削減、エネル
ギー消費および経済的な要因が重要になっているが、
カーボンフットプリント（CFP: Carbon Footprint of 
Products）排出基準はまだ重要な要素にはなっていな
い。現在、中国における単一の生活ゴミ処理 13、15、16] は、
廃プラスチック処理のような一部の生活ゴミのカーボ
ンフットプリントを評価している状況にあり 17]、とりわ
け、実際の県域生活ゴミ処理に関する LCA（Life Cycle 
Assessment）によるカーボンフットプリントの計算は
行われていない。一般的に、生活ゴミ処理に関する研究
結果として、生活ゴミの焼却による発電は経済性があ
り、低炭素フットプリント（発電電力による排出削減効
果）の処理方式であることが強調され 3、15、18]、生活ゴ
ミの分別回収処理は比較的高い経済的な効果と炭素排

出削減効果を持っていると考えられている。しかし、生
活ゴミ分別プロセスの中で消費するエネルギーは間接
的に生活ゴミ分別回収処理のカーボンフットプリント
を増加させる 6、13]。そこで本研究では、ゴミ処理過程に
おけるエネルギー消費、特に電力消費のカーボンフット
プリントの計算を行った 19]。
中国は高度経済成長により、現在、急激な電力の需要
は上昇傾向にある。中国の電力使用量は 2010 年の約
41923 億 kWh から 2022 年の約 86369 億 kWh までに増
加し、全国の電力需給は全体的にタイトである。通年の
社会全体の電力需要の伸び率は 6%前後で、一部地域の
時間帯の電力需給はタイトになる見通しである。こうし
た状況は、今後も電力需要が増加することを示してお
り、中でも電力部門が全国の石炭供給総量の 50% 以上
を消費し、CO2 排出量は年間 45 億トンに達してい
る 21]。現在のエネルギー需要は主に石炭、石油、天然ガ
スなどの化石燃料であるが、新エネルギーの割合が次第
に高まるにつれ、石炭火力は徐々に減少していく。その
中で、段階的に系統調整性電源へとモデルチェンジし、
電源の多様化は電力システムの安全運行が信頼できる
保障となっている 22、23]。
中国の都市農村混合地域の生活ゴミの分類作業は依
然として試行・推進の段階にあり、都市農村混合地域生
活ゴミ処理システムにおける温室効果ガス排出の定量
分析が急務で、都市生活ゴミ処理方式の選択にデータサ
ポートを提供する必要があると考えられる。
そこで、本研究は、著者（張沖）が開発・経営・運営
している都市農村混合地域浦江県における生活ゴミの
分類と資源化利用システムを取り上げ、生活ゴミ処理方
式を非分別埋立、非分別焼却、分別資源処理の 3つのモー
ドに分けて、LCA手法を通じて、カーボンフットプリ
ントを算出し、生活ゴミの処理と資源化利用が炭素排出
削減に与えるプラスとマイナスの効果を分析する。その
上、電力網のデータ 24、25] を利用して異なる電力システ
ムの脱炭素シナリオから、都市農村混合地域の生活ゴミ
処理のカーボンフットプリントの排出状況について分
析する。同時に今後も中国の都市化が加速する中、中国
の実情に適した都市農村混合型地域の生活ゴミ処理シ
ステムを提案する。
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2．  浦江県の生活ゴミ分別処理システム
「浦江モデル」

2.1．浦江県における生活ゴミ分別システムの概要
浦江県は中国浙江省金華市に属し、面積は 920 平方キ
ロメートル、人口は 56.3 万人（2022 年 12 月現在、外来
人口約 10 万人を含む）で、7つの鎮（鎮、区）、5つの郷、
3つの街道、409 の行政村、20 の社区（住宅団地）を管
理している。「浦江県 2022 年国民経済・社会発展統計公
報」によると、2022 年の県全体の総生産（GDP）は
5465 億円であり、前年比 2.6% 増となった。そのうち、
第 1次産業の付加価値は 234 億円で 2.5% 増加し、第 2
次産業の付加価値は 2447 億円で 2.4%増加した。第 3次
産業の付加価値額は 2.8%増の 2784 億円であった。常住
人口で計算された全県の 1人当たり域内総生産は 118 万
円に達し、前年比 2.5% 増となった。
2017 年まで、県内には 42794 戸の「各種市場主体制度」
によって登録されており、前年比 13.9%増となっている。
そのうち、企業は 10685 戸、個人事業主は 31590 世帯で

ある。農民専門協同組合は 519 戸で、都市化率は約
60%（中国平均）であり、都市・農村二元混合構造とい
う都市・農村混合型の特徴を持つ中国の代表的な地域で
ある。
2019 年末までに、浦江県の 12 の郷鎮と 3つの街にお
いて 16 か所に生ごみ生態処理センターが建設され、有
機ゴミの生物発酵処理設備が 83ユニットが投入された。
毎年処理される生ごみの累計は 6万トンを超え、収集さ
れた生ごみの処理利用率は 100%であり、有機肥料の原
材料として 1.5 万トンを超え、その生ごみの肥料転化率
（資源化率）は約 30%、有機肥料の原材料はすべて周辺
の農家に無料で提供され、主に有機肥料として農業栽培
に還元されている。栽培作物はブドウ、キウイなどの果
樹、野菜、緑化、花などを含み、最終的に産出される還
元畑の資源化利用率は 100%に達している。
2020 年から 2022 年までの浙江省生態環境公衆満足度
調査結果によると、浦江県は 3年連続で浙江省各県の生
態環境公衆満足度の上位 7位を占めた。また、生態環境
公衆満足度の得点は 2015 年の 79.3 点から 91 点に 11 ポ

図 1　生活ゴミ処理センターの分布図
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イントも上昇した。県全体の生活ゴミ総量は数年連続で
マイナス成長（浙江省で唯一マイナス成長の県）を実現
し、2021 年にはマイナス 0.7% であった。都市部の生活
ゴミの分別カバー範囲は 100%に達し、生活ごみの資源
化率は 60.3%、生ごみの資源化率は 100% に達し、目標
値をはるかに上回った。生ゴミの無害化処理率は常に
100% を維持しており、5年連続で浙江省農村生活ゴミ
分別事業の優勝県を獲得している。浙江省の「ゴミ分別
活動」の人々の満足度ランキングでは、浦江県が 96.6
点の高得点を獲得し、2年連続で同評価の全省の中で一
位となった。
表 1は浦江県の生活ゴミの構成を示したものである

（このデータは多数のゴミのサンプルを取り、平均値を
取ったものである）。浦江県における生ごみの回収処理
は、県全域をカバーし、回収・資源化が全面的に行われ、
生ごみの無害化処理が実現されている。2021 年には生
ごみ 5万トン余りを資源化処理し、有機肥料を約 1.3 万
トンを生産した。その他のゴミ約 28.8 万トン（埋め立
てされていた生活ゴミも含む）を焼却し、13371 万キロ
ワットを発電した。また、毎年全県の粗大ゴミは約 2万
件と、建築ゴミ約 340 万トン余りの資源化処理（レンガ、
砂の製造）を行った。
そして、再生資源回収処理においてはほとんどの都市
部と農村部の再生資源回収ネットワークのフルカバー
が実現されている。県全域の再生資源の中で生活ゴミの
資源化率は 100% に達し、建築ゴミ資源化率は 95.11%、
粗大ゴミの収集率はほぼ 100%に達している。その他の
排出物においては、生態工業園区の建設、循環化改造の
展開を通じて、全面的にクリーン生産などの一連の措置
が推進され、全県の主要汚染物のうち一般工業固形廃棄
物の総合利用率は 99.7% に達した、危険廃棄物の無害化
利用処理率は 99.2%、都市部下水処理場の汚泥無害化処
理率は 100%に達している。浦江県の生活ごみ処理シス
テムは、「浦江モデル」と称されている。

2.2．「浦江モデル」の特徴
生活ゴミ分別処理において、都市農村混合地域の代表

的な「浦江モデル」は、政府、企業、住民と党員（共産
党）が参画・協働しており、循環型社会を構築した中国
の生活ゴミ処理モデルの一つとされている。

2.2.1．浦江県の生活ゴミ分別処理システム
浦江県政府は、生活ゴミのパイロットモデル事業か
ら、県への全面普及を経て、「応分尽分、応収尽収、応
用尽用、日産日清（分別率・収集率・再生利用率の最大
化と当日のゴミは当日に清掃する）」を目標として掲げ、
この地域の生活ゴミの中で生ごみの割合が高いという
特徴を活かし、「党建 +」制度（共産党員がゴミ分別の
指導と監督を担当する制度）を設けた。各ゴミ箱には住
民の番号と監督責任者である党員の連絡用番号が明記
されており、適切な分別ができなかったと判断された場
合、番号で追跡し投棄責任と監督責任をそれぞれ追及す
る。こうした県のゴミ処理システムに民間企業と提携し
て、生ごみの資源化処理を中心とするゴミ分別排出、分
別収集処理の一つのゴミ処理モデルを構築した。一般的
に、中国の都市部（都市部での生活ゴミは、資源ゴミ、
有害ゴミ、生ごみとその他のゴミの四種類に分別され
る）、又はいわゆる環境先進国では、ゴミ分別の品目が
多く、その品目も細かく指定されているが、このような
仕組みをゴミ分別の経験の無い農村部への導入は難し
いと判断し、浦江県は「4 種 2 分、4 種類のゴミ・2 次
分別」というシンプルでわかりやすいゴミ分別排出・収
集方法を考案した。4種類とは、①生ごみ（腐るごみ）、
②腐らないゴミ（生ごみ以外のゴミ）、③売れるゴミ（資
源ゴミ）と、④売れないゴミ（埋立ゴミと有害ゴミ）の
ことを示している。2次分別とは、住民による 1回目の
分別と保潔員ⅰによる 2回目の分別を指す。
まず、浦江県住民は、家庭ゴミを「生ごみ」と「生ご
み以外のゴミ」の 2種類に分けて出す。その分けられた
ゴミを保潔員が収集する。保潔員は回収した生ごみの中
に、他のゴミが混ざっていないかを確認し、生ごみの分
別遵守率を村の管理委員会に報告する。その後、分別さ
れた生ごみを生ごみ中継ステーションに運び、集められ
た生ごみを生ごみ処理センターに転送する。そこで有機

表 1　浦江県の生活ゴミの構成

構成 生ごみ類 プラ類 織物類 紙類 木竹類 ガラス類 金属類 その他

比率/% 44.9 16.8 3.4 7.7 3.4 0.65 0.45 19.6
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肥料化し、生産した有機肥料は無料で県内の農家に提供
するという仕組みである。次に、「生ごみ以外のゴミ」
は普通のゴミ中継ステーションに運ばれ、保潔員によっ
て資源ゴミ、埋立ゴミ、有害ゴミの 3種類に分けられて
それぞれの処理場所に運ばれる。その他の資源ゴミは資
源ゴミ再生利用会社に売られる。
一方、再生利用コストが高く、必要とされないものは
政府の資源ゴミ回収センターに送られる。有害ゴミは無
害化処理会社に、埋立ゴミは埋立処分場にそれぞれ運ば
れる。こうしてゴミ分別・収集処理によって再生・利用
できるゴミは可能な限り回収され、埋立ゴミの量を減ら
すことに成功している。

2.2.2．政府の役割
浦江モデルにおいて、政府は、まず、公共事業分野に
おけるゴミ処理の関連政策としての制度の設定・改善・
対策を講じる。次に、政府は PPP（Public Private 
Partnership、官民が連携して公共サービスの提供を行
うスキーム）事業として、ゴミ処理事業者を選定・契約
し、委託運営費用を業者（民間企業）に前払いとして全
額支払う。政府は、民間企業に経営・管理・運営を委託
するものの、民間企業に対する監督と「党建＋」制度と
いうゴミ分別管理責任制度（中国の特色ある制度）の下
で、党員と県住民が協力（住民に対するゴミ分別の指導・
広報・教育など）し、ゴミ分別遵守率を上げるように指
導する。政府は、以上のプロセスと内容を公開（浦江県
統計年鑑）し、信頼性と透明性の向上を図っている。

2.2.3．企業の役割
浦江県住民によって分別・排出された生活ゴミの回
収・運搬と、保潔員による 2次分別、そして排出された
生ごみの資源化と最終処分場までのゴミの運搬など、全
般的なゴミ処理を委託された民間企業は、浦江県に適し
たゴミ処理システムを企画・提案し、関連技術を開発し
て経営に成り立つビジネスモデルを適用・運営する。以
上の過程の中での試行錯誤で得た経験とデータを利用
し、新たなゴミ処理に関する政策と関連技術を利用する
など、改めて政府に提案する。また、ゴミ処理管理・運
営に関するデータと情報は常に公開（企業のホームペー
ジ）され、政府と地域住民の信頼を得るように努力して
いる。

2.2.4．住民の役割
浦江県住民は、党員の指導・監督の下で、生活ゴミを
分別して投棄する。農家は、自ら投棄した生ごみによっ
て資源化された有機肥料（無料提供）を利用して有機栽
培をし、農産物を生産・消費する。また、有機農産物と
して販売する 34、35]。

3．生活ゴミ処理及び資源化炭素排出計算モデル

3.1．  ライフサイクル炭素排出量評価と炭素排出量シス
テムの境界

3.1.1．生ごみ処理モード
本研究では、簡易な LCA評価方法を用いて、炭素排
出量が環境に及ぼす潜在的な影響について分析した。そ
して、CFP は、各エネルギー物質、または消費物質が
ライフサイクルの過程で発生する炭素排出量のことで、
CFP がわかると炭素排出量を直接計算することができ
る。本論文の二酸化炭素排出量単位は t-CO2（二酸化炭
素換算トン）である。
従来の生ごみ処理のシステムは、図 2に示すように、
生ごみの収集、ゴミ中継ステーション、運搬、埋立地＋
焼却場の 4つの段階を含んだ全工程（生ごみの集荷から
埋立・焼却まで）からの炭素排出である。本研究はゴミ
の分類が炭素排出及び資源化利用の炭素排出削減効果
に与える影響について、以下の 3つの処理モードを用い
て比較し分析した。
（1）混合収集（分別無し） + 全量埋立処分
（2）混合収集（分別無し） + 全量焼却処理
（3）分別回収 + 生ごみの近場堆肥ⅱ+ リサイクル可能
なゴミ（瓶・缶・紙）の回収+その他のゴミ焼却
生活ゴミの分別資源化処理のシステム境界は、生活ゴ
ミの収集、輸送、分別、資源化処理の 4つの段階に分け
られる。生活ゴミの分別・資源化は伝統的な生活ゴミ処
理から、ゴミの分別処理によってプロセスが増加され、
廃プラスチック、古紙、廃織物の分別後の 2次回収・利
用及び生ごみの堆肥処理による製品の製造過程での炭
素排出を減少させる。
また、本研究では、埋立地においてメタン回収と再利
用ができず、埋立過程では生分解性の含有量が高かった
ため、メタン酸化効果が低いことを考慮した上で算定し
た。
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3.1.2．データソース
本研究の対象地域である中国浙江省・浦江県における
生活ゴミの 1日平均・発生量は 600 トンであり、生活ゴ
ミ分別の実施前の処理方式は主に埋立と焼却であった。
生活ゴミ分別の実施後は、毎日 200 トン前後の生ごみが
資源化（好気性堆肥）されている。また、約 88 トンの
廃プラスチックと、約 30 トンの廃織物、約 35 トンの古
紙類など、リサイクル可能な資源ゴミが回収・処理され
ている。残りのゴミは焼却処理されている。
本研究は、LCAは ISO-14040 シリーズ 28、29] のライフ
サイクル評価国際標準を基にした。また EU製品環境
フットプリント（PEF）30] の技術規範に適合ⅲし、評価
対象システムに関連する物質の背景データは
encoinventV3.7 データベースⅳから得られる。
本研究の実際のデータは、浦江県の生活ゴミ処理モデ
ルに基づき、IPCC 法を用いて、埋立・焼却処理におけ
る温室効果ガス排出量を推定したものである。本論文で
選択する排出係数はゴミの種類とゴミの組成に基づい
て決定したため、廃材と新製品の間の環境利益分配に適
合している。

3.2．  各種生活ゴミ処理モードにおける温室効果ガス排
出量の計算

生活ゴミ処理に関連する GHG排出は、直接排出、間
接排出および炭素排出削減の3つに分類される。その中、
生活ゴミ処理過程の直接 GHGには主にゴミの埋立、焼
却、堆肥などの過程における直接 CO2、CH4、N2O の
排出を含む。間接的な炭素排出には、廃棄物の積み替え

過程でのエネルギー消費による炭素排出、積み替えス
テーション、焼却場、埋立場の運転過程で投入される電
力とエネルギーによる炭素排出が含まれる。炭素排出削
減はゴミ焼却発電が火力発電を主とする電力網発電過
程の GHG排出を回避できることと、古紙、廃織物、廃
プラスチックなどの回収可能な資源ゴミを資源採掘か
ら消費までのプロセスで GHG排出を削減することがで
きる。

GHG(n)=GHGdirect (x)+GHGindirect (y)-GHGavoid (z) （1）

GHG（n）は、様々なモデルプロセスの温室効果ガス
の総排出量
n = [ モード 1、モード 2、モード 3]

GHGdirect はプロセス GHG直接排出量である。
x= [ 埋立、焼却、堆肥 ]；

GHGindirect はプロセス GHG間接排出量である。
y =   [ 積み替えエネルギー消費量、積み替えステーショ
ンの稼働、焼却場の稼働、埋立地の稼働 ]；

GHGavoid は資源化プロセスの排出削減量である。
z =   [ 焼却による電力回収、古紙回収、廃織物回収、
廃プラスチック回収、堆肥・肥料回収 ]

3.2.1．直接炭素排出の計算方法
①埋立過程：埋立過程の温室効果ガスの直接排出は主に

図 2　3つの生活ゴミ処理モードのシステム境界図
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CH4 であり、ここで IPCC が推奨する質量平衡法に基
づいて測定する。

ECH4=（MSWT×MSWF× L0-R）×（1-OX） （2）
L0=MCF× DOC× DOCF× F× 16/12 （3）

ECH4 は埋立地からのメタン排出量であり、t/a；
MSWTは都市生活ゴミの発生量、t/a；
MSWFは都市生活ゴミの埋立処分の割合、%；
L0 は都市生活ゴミ埋立地のメタン生成ポテンシャル、
t/t；
MCFは都市生活ゴミ埋立地のメタン補正因子 ;
DOCは都市生活ゴミの埋立地で処理されたゴミ中の
分解可能な有機炭素含有量、t/t；
DOCf は分解性有機炭素の割合、%;
F はゴミ埋立ガス中の温室効果ガス（メタン）の割合、%;
R は温室効果ガス（メタン）回収量、t/a;
OX は酸化因子 0.1;
16/12 は CH4/C 分子量比

②焼却過程：

ECO2 = ∑（MSWi×CCWi×FCFi×EFi×44/12） （4）

ECO2 は都市生活ゴミの焼却過程から発生する二酸化
炭素排出量であり、t/a；
i は各都市の生活ゴミの成分 ;
MSWi は第 i 成分の焼却量、t/a;
CCWi は第 i 成分中の炭素含有量の割合であり、t/t;
FCFi は第 i 種成分中の鉱物炭素含有量の割合であり、
t/t;
EFi は第 i 成分焼却炉の完全燃焼効率であり、%;
44/12 は CO2/C 分子量比

③生ごみ堆肥再利用のための炭素排出量算出方法：
生ごみの好気性堆肥化過程で排出される温室効果ガ
スは主にメタンと亜酸化窒素である。強制換気による静
的好気性堆肥化の過程では、生ごみの大部分の分解性有
機炭素が二酸化炭素と亜酸化窒素に変換され、二酸化炭
素の発生はバイオマス炭素に由来するため、温室効果ガ
スの総量にはカウントされない。堆肥化処理によるメタ
ン排出量と亜酸化窒素排出量は、次のデフォルトの方法

を用いて推定することができる。

ECH4 =MSWp× EFc × 10-3 （5）

ECH4 はメタン排出量、t/a；
MSWpは堆肥処理された生ごみの総量、t/a；
EFc は堆肥処理のメタン排出因子、g/kg

EN2 O=MSWp×EFN×10-3 （6）

EN2O は亜酸化窒素排出量、t/a；
MSWpは堆肥処理された生ごみの総量、t/a；
EFNは堆肥処理の亜酸化窒素排出因子、g/kg

3.2.2．間接炭素排出の計算方法
間接的な炭素排出には、生ごみの転送過程でのエネル
ギー消費による炭素排出、転送ステーション、焼却場、
埋立場の運転過程で投入される電力とエネルギーによ
る炭素排出が含まれる。
①生ごみ転送プロセスのエネルギー消費炭素排出量：

Ea=MSW× Et×ρ×EF1 （7）

Ea はエネルギー消費炭素排出量（CO2 換算）kg;
MSWはゴミの総量、t;
Et は単位エネルギー消費量（軽油 / ゴミ換算）、L 
t-1、実測値 1.76L t-1 をとる ;
ρは軽油密度で 0.83kg L－ 1;

EF1 は軽油燃焼炭素排出係数（CO2/ 軽油換算）で
0.87kg・kg－ 1

②生産設備の運転中の電力消費による炭素排出量：

ECO2 -power =Pt×EF2 （8）

CO2-power は電力消費炭素排出量（CO2 換算）、kg；
Pt は総消費電力、kW・h；
EF2は電力消費炭素排出因子（CO2換算）であり、0.94kg
（kWh）－1 とした。
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3.2.3．炭素排出削減の計算方法
炭素排出削減は、ゴミ焼却発電が火力発電を中心とし
た電力網の発電過程で GHG排出を回避できることと、
古紙、織物、廃プラスチックなど、回収可能な物質の回
収物が資源の採掘から消費までの段階まで温室効果ガ
ス排出を減らすことに関連している。
①焼却発電用炭素貯蔵装置：

Ecs-power=MSW×N× EF2 （9）

MSWはゴミの総量、t；
Nはゴミ 1トン当たりの発電量 kWh；
EF2 は電力消費炭素排出因子（CO2 換算）、0.94kg
（kWh）－ 1とした。

②生ごみ堆肥の炭素貯蔵：

Ecs-bio= MSW×n×4 （10）

MSWはゴミの総量、t；
nはゴミ 1トン当たりに生成できる肥料、kg；
4は肥料 1kg 当たりの炭素貯蔵係数

③リサイクル可能な生活ゴミ資源化炭素排出削減量：

ERi= Mi×EFi （11）

ERi は回収ゴミ成分 i の炭素貯蔵量（CO2 換算）、kg；
Mi は成分 i の質量、kg；
EFi は、回収可能成分 i の炭素排出係数

3.3．電力システムの脱炭素シナリオ分析
廃棄物処理において電力消費が必要な場合、電力由来
のカーボンフットプリントは発電に使用するエネル
ギーの組み合わせによって影響を受ける31]。したがって、
電力消費による間接排出量は、化石エネルギーの発電量
次第で、発電量当たりの GHG排出量が再生可能エネル
ギーよりも多くなり、技術の性能にも依存する。中国は
2060 年にカーボンニュートラルを実現する目標を掲げ
ている。送電網の構造によって、電力由来のカーボン
フットプリントを計算できる。今後、中国の電力網構造
は、再生可能エネルギー発電の割合が増大するほか、残

りの火力発電は CCUS（Carbon dioxide Capture, 
Utilization and Storage、炭素の分離・回収・貯留・利
用技術）と結合し、電力コストの削減と炭素排出量の削
減を同時に実現すると考えられる 24、25]。
本研究では電力網の低炭素化シナリオと電力網の低
炭素化 + CCUS 技術における 2030-2060 年中国電力網
電力カーボンフットプリントを使用し、三つの異なる生
活ゴミ処理モードの炭素排出と脱炭素シナリオを分析
した。

4．計算結果と分析

4.1．  異なる生ごみ処理モードのカーボンフットプリン
ト算出

ここでは、気候変動影響モデル（IPCC GWP100）を
用いた。三つの生ごみ処理モードによる年間処理量
21900 トンの場合のカーボンフットプリントを計算し、
表 2に示している。
表 2のデータを見ると、3つの処理モードで炭素排出
量に大きな差があることがわかる。EUの PEF（Product 
Environmental Footprint）法に基づき、回収製品を再
生可能な材料として考慮し、相殺計算すると、混合収集
（ゴミ分別無し）と全量埋立の方式で発生した炭素排出
量は38.5万トン /年に達し、混合収集と全量焼却では4.6
万トン /年の炭素削減が実現できた。そして、生ごみを
分別収集して、その場で処理を行い、回収可能なゴミを
直接回収利用し、その他のゴミを焼却するモードでは
21.3 万トン /年の炭素削減が実現可能であるが、炭素削
減額の能力を持つ処理モードでは大気中のGHGを吸収、
または固定できるわけではない。埋立地はメタン収集と
再利用を実現できておらず、その高い GHG排出は、主
に生分解可能なゴミの含有量が高く、メタンガスの酸化
効果が低いことに由来している。一方、混合収集ゴミの

表 2　モード別での炭素排出量インベントリの結果
（t-CO2/a）

モード 1 モード 2 モード 3

直接炭素排出量 375623.3 12269.5 17010.3

間接炭素排出量 9874.9 14383.2 11928.7

炭素排出削減 / -72196.6 -242082.0

純炭素排出量 385498.2 -45544.0 -213143.1
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焼却が実現したカーボンニュートラルは、主にゴミに含
まれる廃プラスチックなどの有機成分の含有量とカロ
リーが高く、熱転化効率が高いなどの特徴がある。

4.2．  電力網の脱炭素化による生活ゴミ処理モデルのラ
イフサイクルカーボンフットプリント

生活ゴミ処理とは異なる形態の中で、電力消費に関わ
るプロセスとは、中継所、焼却場、埋立地の運転、焼却
場の廃棄物発電のプロセスである。そこで、本研究では
電力網データに基づいて、これらの過程の電力由来の
カーボンフットプリントに置き換え、電力網状況下での
カーボンフットプリント排出状況を分析した。電力網の
低炭素化シナリオによると、火力発電の割合の低下に伴
い、2030、2040、2050、2060 年の電力由来のカーボンフッ
トプリントは基準年 2020 年（華東地区〔上海市、江蘇省、
浙江省〕の電力カーボンフットプリントは 0.74686kg 
CO2-eq/kWh）よりそれぞれ 37.0%、25.1%、22.1%、
18.2% に低下する。電力網の低炭素化シナリオにおける
生活ゴミ処理の炭素排出の異なるモード結果を表 3に示
す。3つのモードのうち、カーボンフットプリントの変
化が最も顕著なのはモード 2で、モード 2の処理方式は
非分別焼却発電である。この過程の温室効果ガスは主に
ゴミの焼却処理過程から得られており、炭素排出削減効

果は焼却発電から得ている。しかし、電力のカーボン
フットプリントの低下に伴い、その焼却発電による排出
削減エネルギーが減少することで、全体のカーボンフッ
トプリント排出量は 2060 年には負の値から正の値に変
化し、107.41% に増加する。すなわち、モード 2の混合
焼却発電方式は電力網の脱炭素化により炭素排出削減
の効果が薄くなる。最終的には削減効果がなくなること
で、焼却処理が生活ゴミ処理の長期的なシナリオに相応
しくないことを示している。モード 1の場合、全体的な
カーボンフットプリント排出量の減少は、プロセスの電
力消費による間接的な排出量の減少によるものである。
3つ目のモードであるゴミの分別と回収については、基
準年 2020 年から 2060 年までの間にプロセスによるカー
ボンフットプリントは 5.5% 増加するが、マイナスにと
どまる。モード 3の過程でカーボンフットプリントが増
加するのは、一部のゴミ焼却処理による発電から炭素削
減効果が低下し、電力の脱炭素による間接的な炭素排出
量を上回るからである。
表 4は「電力網の低炭素化シナリオにおける炭素排出
結果」、表 6は「電力網の低炭素化 + CCUS 技術におけ
る炭素排出の結果」を示している。火力発電の割合が減
少し、クリーンエネルギーの割合が増加することによっ
て、CCUS 技術を組み込んだ火力発電の電力網構造が

表 4　電力網の低炭素化シナリオにおける炭素排出の結果（t-CO2/a）

シナリオ分析（1） 基準年 2020 年 2030 年 2040 年 2050 年 2060 年

モード 1 385498.2 380960.1 380102.5 379899.5 379611.0

モード 2 -45544.0 -7692.1 -539.2 1154.2 3560.8

モード 3 -213143.1 -204145.5 -202447.2 -202046.7 -201476.6

表 3　電力網の低炭素化シナリオにおける 2030-2060
年中国電力網の電力カーボンフットプリント

年
電力カーボンフットプリント
（kg CO2-eq/kWh）

2030 0.348153

2040 0.235953

2050 0.209391

2060 0.17164
出典：XUE N, LU J, GU D, et al. Carbon footprint analysis and carbon 
neutrality potential of desalination by electrodialysis for different 
applications

表 5　電力網の低炭素化 + CCUS技術シナリオにおける
2030-2060 年中国電力網の電力カーボンフットプリント

年
電力カーボンフットプリント
（kg CO2-eq/kWh）

2030 0.2801134

2040 0.1518506

2050 0.1155988

2060 0.0907918
出典：K. Xiao, B. Yu, L. Cheng, F. Li, D. Fang, The effects of CCUS 
combined with renewable energy penetration under the carbon peak 
by an SD-CGE model: Evidence from China
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様々な生活ゴミ処理プロセスの炭素排出結果に与える
影響を示している。モード 2の電力のカーボンフットプ
リントは、単独の電力網における低炭素化の結果と比べ
て、より顕著に低下する。これは、火力発電プロセスが
CCUS を統合した後、その発電プロセスのカーボンフッ
トプリントがより多く低下するためである。基準年
2020 年（華東区の電力カーボンフットプリントは
0.74686kg CO2-eq/kWh）から 2030 年、2040 年、2050 年、
2060 年までに電力のカーボンフットプリントはそれぞ
れ 29.7%、16.1%、12.3%、9.6% に低下した。モード 1の
結果の変化傾向と一致して、モード 2ではプロセスによ
るカーボンフットプリントが最も大きく変化し、モード
1ではわずかに低下する。一方、モード 3ではプロセス
カーボンフットプリントがわずかに増加する。しかし、
3つのモードではカーボンフットプリントの変化量が大
きくなる。モード 2 では、2040 年には 100% を超え、
2060 年には 118.12% になる。モード 1は 2060 年のカー
ボンフットプリントを 1.7% 削減し、モード 1 よりも
617.8t/a 多く削減する。モード 3のプロセスについての
カーボンフットプリントは 2060 年に 6.0%程度増加する
が、依然としてマイナスである。これら 3つのモードの
結果は、3つ目のモードの炭素排出削減効果が最も高く、
また将来の電力脱炭素シナリオに対応する場合、モード
3 においては焼却発電処理のモード 2 よりもカーボン
フットプリント変化の安定性が高いことを示している。
電力網の脱炭素化による生活ゴミ処理モデルのライ
フサイクルカーボンフットプリントはモード別での炭
素排出量の結果（表 2）、電力網の低炭素化モード（表 3）
と電力網の低炭素化 + CCUS 技術（表 6）の炭素排出
量の結果により、生活ゴミ非分別埋立のモード 1では全
体の排出量が一番高い。しかも電力網の低炭素化シナリ
オなどへの影響が少なく、生活ゴミ非分別焼却のモード
2では電力網の脱炭素化により炭素排出削減の効果が薄
くなる。最終的には削減効果がなくなり、逆に多く排出
することになる。炭素排出削減の視点から非分別焼却処

理モード 2は生活ゴミ処理の長期的な対策としては相応
しいモードでないことが明らかになった。生活ゴミ分別
資源処理のモード 3では炭素排出量がもっとも多く、し
かも、電力網の低炭素化シナリオと電力網の低炭素化 
+ CCUS 技術を進めても同じく最適な炭素排出量が期待
される。本研究の試算により、生活ゴミ分別資源処理の
モード 3は三つの処理モードで最も炭素排出削減効果の
ある処理方法となる。将来、電力脱炭素化が進んでも、
最適な炭素排出量の削減効果が期待できる。

4.3．感度分析
ISO 標準では、仮定が最終結果に与える影響を判断す
るために、感度分析が必要とされている。本研究で考慮
した想定は、電力消費量、ゴミ焼却発電量、プラスチッ
ク含有量である。電力による間接排出は、電力網のエネ
ルギー構造だけでなく、処理過程の消費電力とも密接に
関連しており、感受性分析過程では電力消費量を感受性
分析の 1つの変数とする。図 3に示すように、消費電力
量は処理過程のカーボンフットプリントに比例する。そ
のうち、モード 2は電力消費量の変化が最も顕著であり、
電力消費量は 1%増加し、カーボンフットプリントは
0.29% 増加する。モード 1とモード 3については、電力
消費量が 1%増加した仮定の下で、カーボンフットプリ
ントがそれぞれ 0.03%と 0.05%変化した。異なるシナリ
オの中でも、モード 2とモード 3は焼却発電である。特
にモード 2の全量焼却処理は、その焼却発電量による
カーボンフットプリントの効果が -70.9% であり、焼却
発電量が 2%増加すると、カーボンフットプリントは
3.4% 増加した。モード 3の過程では、一部のゴミのみ
を焼却処理し、焼却発電量の 1%の変化が 0.12% のカー
ボンフットプリントの変化をもたらし、発電量の変化と
カーボンフットプリントの変化は正の相関を示した。
モード 2とモード 3のプラスチック含有量の増加は、生
活ゴミの埋立量の増加とプラスチックゴミ焼却量の増
加による余分な温室効果ガス排出に起因する処理過程

表 6　電力網の低炭素化 + CCUS技術における炭素排出の結果（t-CO2/a）

シナリオ分析（2） 基準年 2020 年 2030 年 2040 年 2050 年 2060 年

モード 1 385498.1 380440.0 379459.7 379182.6 378993.0

モード 2 -45543.9 -3354.4 4822.4 7133.4 8714.9

モード 3 -213143.0 -203124.4 -201182.7 -200635.3 -200261.4
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でのカーボンフットプリントの増加を引き起こしてい
るが、焼却による発電削減量は焼却炭素排出量よりも低
く、処理過程でのカーボンフットプリントの増加をもた
らしている。モード 3では、プラスチックの含有量が増
加することにより、プラスチック回収量と、プラスチッ
ク処理による排出削減量が増加し、全体のカーボンフッ
トプリント量が減少する。モード 1はプラスチック含有
量の変化に対する感受性が電力消費量の変化よりも高

く、モード 2のカーボンフットプリントはプラスチック
生産量は電力消費量とプラスチック含有量の変化より
反応しやすい。モード 3のカーボンフットプリントは、
プラスチック含有量の変化に伴う傾向が焼却生産量の
変化の傾向よりも速いことがわかった。そのため、今後、
生ごみの割合が低下し、生活ゴミのカロリー値が増加す
ると考えられる。そして焼却熱転換効率が変化する状況
に対して、モード 3の生ごみの分別回収処理方式は、明
らかに優位性があると考えられる。

5．おわりに

本研究の分析結果は次のようにまとめることが出来
る。まず、3つの生活ゴミ処理モードによる炭素排出量
には大きな差異があることがわかった。1日平均ゴミ処
理量が約 600 トンの県レベルにおいて、混合収集（ゴミ
分別無し）と全量埋立処分の方式により炭素排出量は年
間 38.5 万トンに達し、混合収集（ゴミ分別無し）と全
量焼却処理により年間 4.8 万トンのカーボン削減が実現
できる。次に、分別収集による生活ゴミの現地処理、リ
サイクル可能な部分の直接リサイクル、他のゴミの焼却
による方式は、年間 25.9 万トンのカーボン削減が実現
できた。モード 3で処理過程が一部のゴミの焼却を含む
ため、電力由来のカーボン排出は全体のカーボン排出の
4.3％しか占めておらず、電力ネットワークの低炭素化
がモード 3のカーボンフットプリントに与える影響は限
定的である。状況設定の変化に伴い炭素排出量は増加す
るものの、その合計量は依然として負の値であり、3つ
のモードの中で最も低い炭素排出量を持つモードと
なった。
シナリオの差異化の研究において、モード 1では、電
力変動が多様な場合の消費に主に関連しており、電力生
産部分には関連していないことがわかった。分析した結
果、グリッドの低炭素化がモード 1のカーボンフットプ
リントに与える影響はほとんどないと考えられる。ま
た、2020 年から 2060 年までの変動は、主に電力網の低
炭素化後の電力由来のカーボンフットプリントの低下
に起因している。一方、モード 2のカーボンフットプリ
ントは、元の負の値から正の値に変換される。この転換
は、主に電力網の低炭素化による焼却が発電部分の炭素
排出削減効果を減少させたことに起因する。一方、電力
網の脱炭素化が続くにつれ、モード 2のカーボンフット

図 3　3つの生活ゴミ処理モードの
カーボンフットプリント感度分析
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プリントがマイナスからプラスに転換する転換年限も
それに応じて早まった。この現象は、将来的にゴミの焼
却処理方式が廃棄物処理の最適な選択肢ではなくなる
可能性を示唆しており、UNEP の廃棄物焼却削減勧
告 33] と整合的すると、廃棄物における焼却処理の割合
を減らすべきであることを示している。モード 3につい
ては、その処理過程が一部のゴミの焼却に関わるため、
電力が関わるカーボンフットプリントは総カーボン
フットプリントの 4.3% しか占めていない。そのため、
電力網の低炭素化がモード 3のカーボンフットプリント
に与える影響は限定的である。状況による設定の変化に
伴い、炭素排出量が多少上昇したものの、その総量は依
然として負の値であり、3つのモードの中で炭素排出量
が最も低い。
中国の多くの都市部では、主に焼却中心のゴミ処理を
行っているが、こうした生ごみの資源化はより大きな炭
素排出削減効果を持つと考えており、電力網の低炭素化
によるクリーンエネルギー使用の増加はゴミ分別後の
ゴミの資源化に大きな潜在力をもたらすと言える。しか
し、焼却処理による電力の出力は将来のシナリオで優位
性を低下させ、資源回収産業の大規模な増加を促進する
可能性があると考えられる。現在、中国における生活ゴ
ミ分別は初期段階であり、全国レベルの生活ゴミ分別政
策の下、各県レベルの都市の進捗状況は異なっている。
浦江県の場合、生活ゴミを分別し、生ごみを資源化（堆
肥化）した先行地域であるが、中国の大多数の都市の生
活ゴミ処理方式は、埋立処分と焼却処理を中心に行って
いる。浦江県のゴミ処理システムである分別収集 +生
ごみの資源化（堆肥化 +回収可能なゴミのリサイクル
+他のゴミの焼却）は、より大きなカーボン削減効果を
持つ可能性が高いと考えられる。
最後に、この研究の意義においては次のようにまとめ
ることができる。まず、第 1に、現在、中国の主なゴミ
処理方式は埋立中心である中で、中国浙江省・浦江県は、
生ごみを資源化した循環型社会の成功モデルとして中
国の模範県となった地域であること、第 2に、中国の都
市生活ゴミ処理において炭素削減に関する定量分析、と
りわけ、中国農村都市混合地域の生ごみ処理モデルの定
量分析を行った研究はいまだ見当たらないこと、第 3に、
浦江県は中国の代表的な農村都市混合地域であり、同様
の特徴を持つ中国の 2,000 以上の地域に適用可能である
と考えられる。そのため、こうした都市と農村の混合型

地域である浦江県の事例研究は、今後、中国人の生活向
上によるゴミ排出量の増加が予想される中、より適した
中国の生活ゴミ処理方案について提示することができ
ると考えられる。
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注
ⅰ 主に家庭から出るゴミを収集・運搬する作業員を指す。
ⅱ 近場堆肥とは排出された腐るゴミを最も近い処理センターで
処理された堆肥。

ⅲ EUは 2023 年 10 月から EU に輸出する企業は製品の排出量
（CFP）を報告する義務を負う。また、2024 年から、販売す
る電気自動車（EV）の蓄電池のカーボンフットプリント（製
造・廃棄時）を開示するようにメーカーに義務付ける。

ⅳ ecoinvent Database は、多様な国と部門を網羅した汎用性の
高いデータベースであり、科学的に正確で透明性が高い国際
的なインベントリデータを提供する事を目的として開発さ
れ、複数の専門家のレビューを受ける等、信頼性が高く、欧
米を中心に広く使われている。
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